市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：高すぎる国保税の値下げを求める
今日は、市民から「高すぎて払いたくても払えない」「収入の1割が国保だけで出ていってしまう、何とかならないか」など非常に多くの声を伺っている国保税について、値下げを求める質問を行います。

ここまで国保税が高くなった原因は何か。その最大原因は、国庫負担金の引き下げにあります。

本市の国保財政で経年的に分析してみました。1984年に国は国保法を改悪しこれまで医療費×４５％を国負担で賄うとしていたのを、医療費全体の7割を占める給付費（医療費から自己負担分の3割を除いたもの、保険者である自治体が負担する医療負担分）に基準を改めました。その5割を国が負担するとしたので、実質的に見ると本市の国保会計歳入全体に占める国庫支出金の構成比、1983年は５３・６％だったのが、2013年は２０・３％にまで引き下がっています。

　もともと国保は低所得者が多く医療費のかかる世帯で構成するので、ここまで国負担を削減すれば独立採算性の特別会計で税負担増にならざるをえないのは当然です。

ですが、そんな構造的な問題は、戦後まもなく国保がスタートした時点からわかっていた問題で、それを見越していたからこそ国庫負担割合を定めて無保険者をなくす、いわば「社会保障」として国保は制度開始当初は位置づけられていた。それが自己責任を前面に出した小泉構造改革から、いつのまにか国民同士が助け合う「相互扶助」制度といわれるようになっていますが、（相互扶助という事は本市のＨＰにもそう記載されているが）、これは国が責任逃れで言っている事であって、皆保険制度での社会保障と言う位置づけであり、国保法でもはっきりと社会保障と第1条に書かれており、法のどこを見ても「相互扶助」の言葉は出てきません。

　医療費のかかる低所得者が多い人が主な構成員である国保はそのイメージで、他の保険より「高い」と思われがちですが、後期高齢者医療保険制度導入によりその負担が減った分全国の国保会計はほとんどが黒字である。私は、「ただ高いから下げろ」と言うだけでは議論になりませんから、国保税を下げろという質問を行う以上、まずお手元にお配りしておりますが本市の国保財政の状況を分析しなぜ高いのか、どうすれば値下げをすることが出来るのかを示しつつ、市民の声にこたえるべき本市の対応を求めるものであります。
１：　生活保護ギリギリの段階である年収300万の4人家族世帯の場合、2割軽減の対象となりますが前年度所得で課税されるので年度だけで見た場合、本市の税率で資産割を除き介護負担分を含めて給与所得者で概ね年額32万弱、月額で3万弱の負担、事業所得者では年額40万、月額3万5千弱の国保税負担となる。1割以上が国保で消えるこの金額について高いと感じるか。

（答）国保は、加入者の高齢者比率が高いだけでなく、非正規労働者の加入も多く、所得水準が低いという構造的な問題を抱えています。更には近年、加入者の高齢化の進展や医療の高度化などにより、医療費が年々増加していることから、健全な事業運営は大変厳しい状況となっています。

国保事業の経費は、国庫負担金などの公費や保険税で賄うことが基本とされており、主な支出である医療費などが増えれば、応分の負担が必要となるのはやむを得ないと考えていますが、本市の保険税率は、県内市の中でも下位に位置し、平成２５年度　　から平成２７年度の収支を見込む中、至って適正な税率であると認識しています。
（問）県下で他市に比べればその通り。質問主旨、市民の側から見て高いと感じるか。部長自身が納税者の身になって収入の1割が国保で消える、しかも医者にかかれば3割負担だという現状、高いと感じるかどうか。感想をどうぞ。
（答）国民健康保険制度の加入者負担は、被用者保険など他の保険制度と比較すると負担割合が高いことは承知しています。

本市の現行の税率は、県下でも下位に位置し、低所得者にも最大限配慮したうえで決定したものであり、適正な税率であると考えております。
（問）本市は、保険税引き下げ（赤字補てん）のため、3年間で6億の一般会計からの法定外繰り入れを当初予算に組み入れているが、それが結局毎年年度末補正で減額して決算ではゼロ繰り入れとなっている。使う必要がなかったということだが、この間、国保会計は1億以上の黒字であるので敢えて繰り入れを行わなくても済んでいるが、一方で、昨年度で国保基金が枯渇してしまったと状況もあります。

だが、法定外繰り入れを行うという決断をしているすでに以上、今後もこの原則に立ち、市民の側に立って広域化までの2年間で値下げのために活用をするべきではないか。
（答）平成２５年度に約４，５００万円、平成２６年度に約１億１，６００万円を翌年度に繰越していますが、これは国庫負担金の療養給付費負担金等の超過交付分を翌年度に国庫に返還するためのものであり、これを除くと収支不足すなわち「赤字」となり、基金を取り崩して対応をしました。

平成２４年度に、保険税率を検討した際には、平成２５年度からの３年間の収支を見通した結果、基金を全額取り崩しても当時の税率では財源不足となったため、国保加入者の税率負担増に最大限配慮しつつ、一般会計からの繰り入れを行うことが必要と判断しました。

平成２５年度と２６年度決算は、国の特別調整交付金の中に経営努力に対して交付される、いわゆる「とくとく」の交付を受けたこともあり収支改善が図られ、一般会計からの赤字補填を見送りました。

本年度は医療費の大幅な伸びが見込まれ、被保険者数は減少しており、歳出をカバーできるほどの国保税収や公費などの収入増が見込めない状況となっております。

　さらに、財源として活用できる基金がほぼ底を突いている状態のため、一般会計からの赤字繰り入れは避けられないと見込んでいます。

　平成２８年度以降もこの傾向は続くものと見込まれるので、税率の引き下げは考えておりません。
（問）はっきりとはしないが、明らかに高い。他の比較と言う点ではなくて、収入の1割が消える、藤枝だけの問題ではないが、では値下げは出来ないか。
入りの部分・・・保険税Ｈ25年値上げ、収入のＮＯ１は保険税だが、いまやＮＯ２は前期高齢者交付金（ＮＯ５※別添のエクセルの資料、以下同じ）であり、それがこの3年間Ｈ２３決算33億からＨ２６決算で42億、Ｈ２７予算でも45億と純増している。

一般会計からの繰り入れ（ＮＯ９）　法定外（赤字補てんのための繰り入れ）Ｈ２３・２４・２５と2億5千～8千の当初予算を結局使わなかった。Ｈ２６は4億8千でこれもほとんどつかわなかった。

特々、ＮＯ３の財政調整交付金（特別）　毎年結果だが2億前後の交付がある。

出はどうか・・・一番の給付費（ＮＯ２）はやはり大幅な増加傾向でこの3年間で10億増えた。ただ他はほとんど変わりはない。高額医療にかかる共同事業拠出金（ＮＯ７）がＨ２７予算で大幅に増えているが、これは入りのＮＯ７共同事業交付金も同じように増えている。これはこれで問題があるが、差し引き増減に影響は少ないので触れない。で国保基金はＨ26決算で（一番下の備考）ほとんど使ってしまった。

これらを見ると、決してゆとりあるわけではないけれど、そんなに大変ではないのではないか。最下段の実質収支もＨ２６で言うと1億5千万の黒字。

国保基金繰入金ゼロで組んだＨ２７予算は入りで赤字繰り入れをこれまで最大額の7億2千万入れているが、予算編成が出来ない状況もあろうが特々2億と県からの補助金2億もいれていない（いれられない）国保基金は枯渇したが一般会計の基金は80億になっている。前期高齢者交付金の増の状況もかわりがない。値下げの道筋はみえるのではないか。
（答）本来、国保は、保険税と国庫負担金などの公費で賄うことが大原則であり、一般会計からの赤字補てんは、特例の措置であります。

平成２４年度において税率改定を検討した際には、加入者の負担増に最大限配慮するなかで現行の税率を決定し、最終的に財源不足が生じた場合には、一般会計から補填することを覚悟したものであります。

※当初予算においては、不確実な特財があるため財源調整を行っている。

今後は高齢化が益々進み、医療費の伸びに加え、後期高齢者支援金、介護納付金の負担増が見込まれる一方、国保加入者の減少傾向から国保税収の減少も見込まれ、仮に特々調の交付を受けても、赤字額が生じる厳しい財政状況が続くものと見込まれるため、また基金が底を着いた状況からして値下げは考えておりません。
（問）市は市民の切実な願いにこたえるべきである。国保の加入状況（平成２７・５・３１現在）をみると課税件数22524件中、所得段階300万以下が20157件を占めている。少ない所得世帯がほとんどである。

年1万の引き下げに必要な財源はいくらか。試算すると概ね2億。たかが2億か・・・

国は全国知事会、市長会等の要望に押される形で本年度国保被保険者支援制度の財政支援の拡充策を1700億予算で実施している。本市ではこの予算はまだ活用されていないおそらくこれからの補正でくるか。本市にはいくら支援金がくる見込みか
（答）概ね1億の見込み
（問）これはすでに実施されているので、本年度、おそらく年度末補正で本市にも組み入れられると思います。それを活用すれば、より値下げになる道筋はあるのではないか。
（答）それ以上に医療費の増加と国保税の減収が見込まれるため、値下げはできない状況です。
（問）2018年度から始まる国保広域化（県単位化）が行われます。この広域化で市民が最も関心を持っているのは保険税が値上げになるか否かであります。

現在の国保税額は市が定めます。支出総額を出し、そこから一般会計からの赤字繰り入れを含めた収入見込み額をひいて賦課総額（＝集めるべき国保税総額）を決定し税率をさだめます。その方法が、県が市が納めるべき納付金を決定して、それに対し市は１００％上納しなければならないという制度への大転換です。この県への納付金は、現場で保険税を集める市が納付金通りに集められなくても1円たりともまけてくれないというもので不納欠損で処理する事が許されない以上、保険税の値上げに直結する事は確実です。広域化になると、財政力のある県で面倒見てくれるからでよくなるようなイメージがありますが、そんな生易しい話ではありません。本市はどう対応するか。
（答）平成３０年度からの広域化においては、県が医療給付費の見込みを立て、市町ごとの医療費水準や所得水準などを勘案し、各市町の納付金額を決定し、県に納付することになります。

県からは、現時点で納付金の試算等が示されていません。また、インセンティブ制度の具体など不明な点が多い状況ではありますが、本市独自で推計をするなど早め早めに必要な対応を図ります。

併せて、保険税率に直接影響する医療費への本市の対応としましては、各種がん検診や特定健診などによる疾病の「早期発見・早期治療」、ジェネリック医薬品の使用促進や残薬の解消の促進、健康予防日本一の取組などの施策により、「医療費」の適正化に引き続き取り組みます。

県に対しては、広域化に向け、県全体の医療費の適正化と併せ、本市の（先進的な）保健事業の取組が県内の市町に行きわたるよう、市長会を通じて要望しました。
（問）広域化。一番の関心ごとは値上げになるかどうか。広域化によって、県から示されるブンプ金が藤枝市の国保税収入を上回った場合どうするか。これまでは未済処理が出来たのができなくなる。１００％完納が求められる。不足分を一般会計からの補てんで賄う考えはあるのか。
（答）国保事業における経費負担の原則として、保険税で賄うことが基本とされておりますが、財源不足が見込まれる場合には、国保の加入者は高齢者や非正規労働者などが多いこともありますので、保険税の改定での対応と併せて、加入者負担の影響や、医療費等の動向、本市の財政状況など総合的に検討し、判断することとなります。
（問）市民の最大の感心だからはっきり答えるべきだ。市の選択肢は3つあると思う。一つは保険税をあげるか。従来通りの一般会計からの繰り入れ、市の財政状況から見てどうなのか。これは、従来やっている事だ。それを広域化以降もやるのかどうか。
（答）市民の負担を見極める中で、最大限の配慮をしていく。
標題２：多子世帯に対する実効性ある補助制度を
（問）人口減問題は本市だけではなく、日本国全体の行く末を占う全国的な課題であります。全県化で人口減が進む静岡県において、本市は人口が微増ながら増えております。その中心が子育て世代であるということは、将来を担う子供たちが多く本市の住民になるという点で喜ばしいことである。

　先日、市内に住む高校1年生から生後8か月までの5人の子供を持つ女性（仮名：Ａさん）からメールを頂きました。そして実際話を伺ってきた。ところが、その方は残念ながら「子育てするなら藤枝」を、自分の実生活では実感できないとおっしゃいます。母子世帯に対する補助制度は何点かあるが、多子世帯であることにたいする補助制度はない、母子世帯同様に多子世帯も苦しい生活である。多子である事による恩恵をほとんど感じないというのがその主な理由でありました。

　私はこの話を友人や支持者の方、何人かにしたのだが、中には「子供が多い分、出費が多いのは当然ではないか。皆、計画性を持って家庭を築いている」と言う方もいた。私は、この言葉は多子世帯の子と親に対して残酷ではないかと感じました。このままの少子化ペースが進めば国の基盤そのものが崩壊しかねないなかでむしろ社会全体が多子世帯を大事にするようでなければ日本の未来は崩壊しかねないと思います。

　先日発表され審議が進む本市の総合戦略では2060年には出生率を現在の1・53倍から2・06倍にするという青写真。壮大なこの計画を実現するためには、担当部長である都市政策戦略款が言っていた通り、「有効な施策を実行していかなければならない」わけだが、多子世帯を育て、夫婦が経済的な心配なく多くの子供を持てる喜びを政策として実現しなければならないと感じます。Ａさんの実例をもとに改善を求めたい。

多子世帯を大事にして、育成していく考えを持っているか。
（答）子どもは、未来を創る希望であり、無限の可能性を秘めた原石である

この大事な原石は、年々少なくなってきており、深刻な問題となっている。

出生数が減少し、若年層も流出し、都市によっては近い将来、都市そのものが消滅しかねない状況になっている。

少子化対策に取り組む本市の考えは、大事な原石を自治体間で取り合うのではなく、国と地方が総力を挙げてその数を増やすことが、今を生きる我々の使命であると考える。

とりわけ多子世帯は、少子化解消に対して大きな貢献をしているにもかかわらず、保護者の経済的負担が、他の世帯に比べ大きいことも承知している。

本市としては、多子世帯を含めた全ての子育て世帯を大事にするという考えのもと、切れ目のない子育て支援策を総合的かつ効果的に実施するため「スマイルプラン２１」を策定した。

この計画を着実に実施することで、多子世帯を初め、子育て世帯が住みやすいまちとなり、子育て世帯に選ばれるまちを目指し行く。
（問）Aさんはなぜ恩恵を感じないか。先にも述べましたが、その主な理由は母子世帯のように多子世帯に対する具体的な政策がほとんどないのが原因であります。収入の少ない母子世帯を対象にした助成制度はいくつかあるが、多子世帯はそれなりに収入があっても支出も多くあるので母子世帯同様に生活苦にあえいでいる。生活の実態は母子世帯同様に苦しいながら多子世帯に対する政策はない。そこに目を向けた政策が必要ではないか。

（※なお静岡新聞8月26日付記事によりますと、静岡市では10月から学童保育料を2人目は半額、3人目は無料とする多子世帯を対象にした独自制度を実施するとあります）
（答）子どもとその保護者に対する子育て支援は、児童手当を始めとして、子ども医療費助成など、子ども達の健やかな成長のための経済的支援が行われている。

多子世帯に対する支援については、先程の経済的支援の他に、保育所や認定こども園を同時に利用する際の保育料の軽減措置がある。

保育所の入所決定に当たっては、兄弟姉妹がなるべく同じ園に通えるように調整している。

本市の放課後児童クラブの利用料金については、２人目以降の利用料金を軽減して実施している。

本市としては、子育て施策は保護者負担額の多寡だけではなく、質の高い教育環境づくり、安心して預けられる保育環境づくり、いつでも気軽に相談・交流できる環境づくりなど総合的に進めるべきと考えており、そのなかで多子世帯に対する支援についても研究してまいります。

（問）いろいろ言われましたが、多子世帯は保護者の経済的負担が他の世帯と比べ大きいことも承知していて、子育て政策を総合的に進める中で多子世帯に対する支援についても研究しますと、これ、大事なかつ非常にいい答弁。来年度予算に向けての一言がついていれば完璧でしたが、なかなかの名答弁です。

いろいろ言われた中身ですけど、残念ながら現在の制度は多子世帯に対する実効性ある制度はないのではないか

答弁中の、保育園同時3人入所はほとんどありえないケースでありしかも国基準でしかない

学童保育の2人目以降の割引は、3人目以降何人いても7000円であり、多子になれば割り引かれるというものではない。

多子世帯は母子家庭同様の苦しい生活状況であるのは間違いありません。（トリプルワークの実態）ながら、現在の助成制度はそのほとんどが所得に応じた適用になっているので独自の制度が必要な状況になっている。

静岡市の例の他

福岡市・多子世帯応援事業券　3人以上の児童がいる世帯に子育て用品購入権1万円を支給

葛飾区・第3子以降にかかる保育料、幼稚園の保育料減免を小3以下の兄弟がいる家庭から小6以下の兄弟がいる家庭にまで拡充

埼玉県・多子世帯向け中古住宅所得リフォーム助成制度　3人以上の子がいる家庭の十楽のリフォームに対して最大で50万の助成

どれも、収入に応じての助成ではなく多子世帯でなければならない条件でないと事業化できない。この観点からの再検討を望む。収入に応じた制度ではない、今後の研究は多子世帯を対象収入ではなく子供の数が多いからと言うのが原点であり条件であるということで間違いないか。
（答）そうした例を参考にしながら研究を進めていく。
（問）制度がないどころか、今年度から多子世帯に対する制度改悪が始まっている実態がある。平成22年度の年少扶養控除廃止により、保育料が多子世帯ほど負担増になるケースが今年度から発生している。（控除額38万×子供の数で算定していたのを、何人子供がいようが控除額38万×2人で計算するので、多子世帯ほど負担額が大きくなる）

今年6月1日の私の文書質問では、本市は国の制度改変だという理由で従来の控除額を再算定しない決定をしたとある。一方では、国立市のように従来の算定を市独自策で実施しているところもある。国立市の担当者は「（再算定を行わない」そんな国の政策は間違っている」とはっきりといい、国いいなりにならなかった。

Ａさんのケースでは、11月から入園する8か月の子供の保育料は21000円のはずが42000円になる。この再算定するかどうかの判断は市が行います。ポスターまで張り出している本市のキャッチフレーズ「子育てするなら藤枝」なら再算定を行うべきではないか。
（答）平成２６年度までの保育料については、所得税の額により算定しており、平成２２年度の税制改正により年少扶養控除が廃止された以降についても、引き続き年少扶養控除を考慮した上で保育料を算定してきたところである。

本年４月の子ども・子育て支援新制度により、保育料については、従来の所得税による算定方式から、市民税所得割額による算定方式へと変更となった。

新制度においても、地方自治体の判断により、年少扶養控除を適用することは可能であったが、その適用が在園児に限ってのみ適用され、新入園児には適用されないことから、本市では在園児と新入園児の間で保育料の不公平が生じないように、年少扶養控除の再算定をせず、市民税所得割額による一律の方式で保育料を算定することとした。

算定方式の変更により保育料が著しく負担増とならないように、保育料基準額表の細分化を図り、最大限、階層間の格差の縮小を図った。

多子世帯に対する特例としましては、２人目は半額、３人目以降は無料として負担軽減を図っている。
（問）私の誤解などもあり通告の中に誤りがありますが、制度改悪と言う実態についてはかわりがありませんので、その点を踏まえつつ再諮問します。

年少扶養控除の廃止について、8月28日東京へ　保育研究所主催の新制度学習会（毎年言っている）そこで大阪のＭＢＳテレビのこの問題を特集している録画放送を見た。Ａさんと同じく5人の子供を持っている大阪府の豊中市にすむご家庭の末の子の保育料が6000円が40200円になったという内容だった。そのテレビでは、前述の「国の政策が間違っている」とはっきり言っている国立市の担当者と、「新入園児には適用されないから公平にする」と本市と全く同じことを答えていた豊中市の担当者の映像が流され自治体の立ち位置が象徴的であった。

本市で保育料階層を細分化したといっても、Ａさんのケースは本来29000円の保育料が算定しなければ42000円で13000円も値上げになる。制度を改悪しておいて、なぜ悪い方に公平にしなければならないのか。

2人目半額3人目無料と言うのも、すべての子が保育園児でなければならないし、そんなケースが適用されるのはわずか。しかも国基準ですよ。これは。市の裁量は再算定するかどうかです。再度聞きますが、多子世帯を育てていくという事であれば、国立のように、やるべきじゃないか。
（答）保育料の算定に当たっては、子ども・子育て支援法施行令第４条により保護者の市民税

所得割合算で算出することになっている。

サンプル調査を行った結果をもとに、保護者負担に配慮する中で、一部の保育料の値下げや保育基準表の階層を細分化し、階層間の格差の縮小を図っているので、再算定は考えていない。
（問）国立の担当者はこうも言っていました「国から圧力が来たけれど、望ましくないけれどやってもかまわないといわれた」そうすべきじゃないか。

　Ａさんの子供たちのケース　親の苦労を見て情緒あるこどもに育っている。

　親子間の殺伐とした事件が多い中で、心温まる話ではないですか。
（答）階層を細分化したことなどを行っているので再算定を行う事はない
（問）本年度実施の「子ども子育て支援新制度」で初めて設けられたのが8時間・11時間の保育の時間認定です。これによって8時間以上保育園に預けた場合は時間100円の延長料金を徴収することになっている。だが、この方の友人で4人の子供を持つ方（仮名：Ｂさん）は就労時間だけで8時間と決められたが、5時半に仕事がいつも終わるとは限らずほとんどが延長となり20日間で2000円支払う。一方で、11時間認定にしても保育料は500円ＵＰだけなので、8時間認定でかえって負担増になっている。

多子世帯ほど、学童、預かり保育、家庭的保育など兄弟の迎えに時間を取られる分、他の世帯より迎えの時間が遅くなるのは当然である。宇都宮市は「各家庭それぞれの事情があり、一概に時間で区分できるものではない」（担当）として、たった６％しか8時間認定をしていない。

この時間認定も市の裁量である。平成26年9月の議案質疑で「就労状況の書類審査の他、市と保護者の面談で個々の家庭の環境、状況を十分把握して認定する」と答弁がある通り、多子世帯の事情を考慮した時間認定を行うべきではないか。
（答）多子世帯の事情に配慮した保育必要量の認定をすることについて

本年４月から新制度に移行するに当たり、旧制度との調整を図る経過措置により、本市はすべての在園児について、保育時間１１時間とする保育標準時間認定とした。

新たに制度化された８時間の保育短時間認定は、パートタイムで働いている共働き世帯などにおいて、残業日数や時間あるいは、通勤時間など事細かに聞き取り、通勤時間を含めた就労時間が月１２０時間未満の場合は短時間認定とした。

本市においての保育短時間認定率は、２．３％である。

保育短時間認定された場合でも、就労状況の変化に応じて保育標準時間認定に随時変更できるよう対応している。

今月１７日から、来年度の保育所入所の申込みを開始しするので、多子世帯の就労状況や家庭の環境等を面談により十分に聞き取りを行い、実情を把握した上で、適正に審査し保育認定をして行く。
（問）通告に誤りがあります。100円の延長料金は保育時間の認定如何にとらわれず、夕方6時以降になれば延長保育料（１００円）を取ることを市が規約化し、多くの私立園でそれが実施されているというのが問題です。

その中で、本市の保育時間の認定のほとんどすべてが11時間とされているのは、私の主張通りの事が実際行われており評価をいたしますが、この延長料金はどうか。

多子世帯の兄弟の迎えが何か所かあり、常に延長を取られる条件下に否応なくおかれている。多子世帯が釈然としないのも当然ではないか。設置者として是正していくべきではないか
（答）新制度下では子ども・子育て支援法の中で、「時間外保育」の規定が初めて定められた。　

これにより、「通常の保育時間」と「時間外」、つまり「延長保育」の時間が明確となり、制度上、延長保育に係る利用者負担額を設定する必要が生じた。

延長保育を実施するには、必要な保育士を配置しますので、人件費が発生する。

公立園の分については、市の規則の中で延長保育に関する料金を定め、私立園について

は、各事業者の判断に委ねられていることから、私立園それぞれの理念のもと、１日の保育時間を定めた上、延長料金の設定がされた。

　市としましては、多子世帯の実情も理解できますので、今後、延長保育料の取扱いについて、各事業者と協議してまいります。
